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１．本事業の目的及び主な検討事項
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出所）経済産業省，「令和３年度内外一体の経済成長戦略構築にかかる国際経済調査事業（貿易分野デジタル化の在り方等に係る調査）報告書概要版」，p.16，2022年2月28日

本事業の目的 ※キックオフ資料の再掲に一部追記

１．本事業の目的及び主な検討事項

⚫ 本事業では、令和3年度の「アクションプラン」において掲げた短期目標のうち、「データ連携性の向上」

を目指し、施策として掲げた「データ標準仕様の横断的な利用環境の整備」とその「管理・普及推進体

制の構築」を実現することを目的とする。

取組のマイルストン

【中期目標】
分野横断での情報の利活用環境の整備

【短期目標】
貿易分野におけるすべての情報のデジタル化

協調領域として取り組むべき事項
（施策等）

【施策①】
電子文書の法的効力に係る法制度改正

【施策②】
データ標準仕様の管理・普及推進体制の構築

【施策④】
データ標準仕様の実装支援施策の展開

【施策③】
データ標準仕様の横断的な利用環境の整備

（貿易分野内の系統横断）

【施策⑥】
新たなデータ標準仕様の開発

【施策⑦】
データガバナンスに係る法制度整備

【目標①】
書類の電子化

【目標②】
データ連携性の向上

（貿易分野における構造化データの交換等）

【目標④】
データ連携性の向上

（調達～消費のサプライチェーンにおける
構造化データの交換等）

【目標③】
ネットワーク効果の創出

【目標⑤】
データ流通の促進

【施策⑤】
データ標準仕様の横断的な利用環境の整備

（分野横断）

：本事業の取組対象

⚫ 国際動向に鑑み早
期に実現すべき。

⚫ 実効性や波及効果
が期待される。

⚫ 多くの業界が係わる
貿易分野で、国によ
る中立的な主導や支
援が求められる。

＜本事業の目的＞

施策の実行と

目標の達成

図 「アクションプラン」（令和3年度）における、協調領域として取り組むべき「施策」と「目標」
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本事業における主な検討事項 ※キックオフ資料の再掲に一部追記

１．本事業の目的及び主な検討事項

⚫ 貿易関連データの連携性向上において有用とされる「国際標準」データ仕様の実用性を

検証するとともに、その活用を促進するしくみの在り方を検討する。

１） 国際標準の有用性、導入効果
の検証、評価

⚫主要な貿易文書（L/C及びこれに関連する3文書程度）について、実業務と国際標

準のデータ変換を行えることを確認する。

⚫国際標準準拠のデータ連携用インタフェースを活用した貿易文書のデジタル化に

よる実業務上の効果を確認する。

２） 国際標準に基づくデータ連
携を促進するしくみ

（ツール、ルール、組織等）の検討

３） 国際標準の有用性、利用方法
等の周知

４） 貿易関連データのデジタル
化促進に向けた今後の施策等の

検討

⚫貿易文書等の国際標準に基づくデータ連携を促進するしくみ（データ項目のセマ

ンティクス定義及びシンタックス定義、認証方法のルール、これらの情報公開用の

ポータルサイト（レジストリ）等のツール、その管理・運用組織や継続的な検討会議

体等）の在り方を官民で協議し取りまとめる。

⚫国際標準によるデータ連携性向上の検証・評価結果、及び、仕組みとその管理・運

用組織等の構想案等について、ウェビナーを開催し、国内事業者向けに広く周知

する。

⚫データの国際標準化に加え、海外とのデータ連携時の相互認証やデータ共有等に

係る技術仕様や法制度・ルール等についても、国際動向や国内の取組進捗を踏ま

えて取り組むべき事項を整理し、今後の我が国における貿易関連データのデジタ

ル化促進に向けた施策等を検討する。

【施策②】
【施策③】

【施策③】

【施策②】

-

詳細本事業における検討事項

３．貿易文書デジタル化による効果試算調査結果（報告）

２．主要な貿易文書と国際標準のマッピング結果（報告）

5．貿易文書のデジタル化促進に向けた今後の施策案の検討（審議）

４．国際標準に基づくデータ連携を促進するしくみの検討（審議）

赤文字：本日の議題
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２．主要な貿易文書と国際標準のマッピング結果（報

告）
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マッピング確認作業の概要

２．主要な貿易文書と国際標準のマッピング結果（報告）

⚫ マッピング対象①：同一の貿易文書における「国際標準規格等で示されるデータ項目」と「実ビジネスで

用いられる各社のデータモデル・データ項目」

⚫ マッピング対象②：異なる貿易文書間のデータ項目

⚫ マッピング対象③：同一の貿易文書における異なる国際標準規格間のデータ項目

国際標準規格等で示される
データモデル・データ項目

実ビジネスで用いられる
データモデル・データ項目

SWIFT

【国際標準規格】 【貿易文書（例）】

DCSA

FIATA

国連/CEFACT 

【国連CEFACT共通辞書】
（コアコンポーネントライブラリ）

【貿易文書（例）】 【貿易関連事業者】

銀行

船会社

荷主

マッピング①

データ項目名 データ項目定義

荷受人 ・・・

荷送人 ・・・

取引条件 ・・・

品目名 ・・・

数量 ・・・

重量 ・・・

容積 ・・・

・・・ ・・・

マッピング①

マッピング②

マッピング②

マッピング②

マッピング②

マッピング③

マッピング③

C社のL/Cデータ項目

B社のL/Cデータ項目

A社のL/Cデータ項目

F社のB/Lデータ項目

E社のB/Lデータ項目

D社のB/Lデータ項目

IH社のS/Iデータ項目

H社のS/Iデータ項目

G社のS/Iデータ項目

…

…

…

L/Cのデータ項目

B/Lのデータ項目

I/Vのデータ項目

P/Lのデータ項目

S/Iのデータ項目

マッピング③

貿易文書間でのデータ
項目の転記や一致照合
確認などで活用可能。

異なる国際標準規格間
での整合性の検証。

国際標準規格の実用性
の検証。
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マッピングにより明らかになった問題点と対応方針、施策

マッピング確認結果のまとめ

２．主要な貿易文書と国際標準のマッピング結果（報告）

【マッピングにより明らかになった問題点】 【対応方針】

【対応方針①】
国連CEFACT 共通辞書への追加登録を要求する。

【問題点①】
国際標準規格において、実業務上必
要なデータ項目が一部不足している。

【問題点②】
SWIFTと国連CEFACTでデータ
項目の粒度が異なり、自動化処理
が可能なレベルでの対応付けを行

えない。

【対応方針②】
国連CEFACTへトレード・ファイナンス・プロジェクト（SWIFT標準

データとの連携）の立ち上げを要求する。

【対応方針③】
L/C関連手続きを行う際に、SWIFT準拠のメッセージと、国連
CEFACT準拠のメッセージを平行して生成、授受し、印字用に

SWIFTメッセージ、データ連携用に国連CEFACTメッセージを利
用する運用とすること等を提案する。

【問題点③】
国際標準規格の定義が分かりにく
く、国際機関の専門家以外がマッピ

ングを行うことが難しい。

【対応方針⑤】
国際標準規格のデータ項目定義の理解を補助する情報（国内事業
者における一般的な呼称等）を付記したレジストリを作成する。

【問題点④】
物流系の貿易文書と商流系の貿易
文書では、データの階層構造が異な
り、マッピングを行いにくい。

【対応方針④】
SWIFTの1つのデータ項目に国連CEFACTの複数のデータ項目
が対応付くケースでは、AI等のツールを用いてSWIFTのデータ項
目の細分化と国連CEFACTのデータ項目への対応付けを行うこ

と等を提案する。

【施策②-a】
標準化機関への変更申
請（申請内容、申請手続

き、申請者等）

【施策②-b-1】
標準普及に向けた制度
やガイドライン等の整備

【施策②-c】
マッピング支援情報提供
の仕組み（レジストリ）の

構築

【施策】

【対応方針⑥】
国連CEFACTへ商流・物流連携プロジェクト（商流系・物流系の

データ連携）の立ち上げを要求する。
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⚫ 国内主要企業の貿易文書サンプルに基づく主要なデータ項目を、国連／共通辞書及び国連／データモ

デルから抽出した「サブセット」（仮称）と、そのクラス図及びXMLスキーマを作成。

⚫ 主要なデータ項目のうち国連／共通辞書に定義のないデータ項目については、今後に国連へ追加申請

すべく、追加データ項目の候補一覧表を作成。

マッピング作業の主な成果物

２．主要な貿易文書と国際標準のマッピング結果（報告）

L/C

P/O

B/L

I/V

P/L

国内の主要企業の
貿易文書サンプル

①国連／共通辞書への追加
申請データ項目候補一覧表

②国連／データモデル準拠
サブセット

（マッピング表、クラス図、XMLスキーマを含む）

マッピング表不整合項目

国連／共通辞書
（Core Components Library）

データ項目数：
約15,000

データ項目数：
約1,000

データ項目数：
約30,000個

国連／データモデル
（Buy-Pay-Ship 

Reference Data Model）

国連／データモデル準拠
サブセット

マッピング（照合）抽出 抽出

マッピング作業の主な成果物の概要

データ項目数：
約30,000

各企業での変換機能の実装
で活用。（次年度以降）

主な成果物

国連への追加申請。
（次年度以降）

国連のデータ項目数は多いため、利便
性を考慮し、主要なデータ項目を抽出
したサブセットを作成。
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①国連CEFACT共通辞書への追加データ項目候補一覧表のサンプル（L/Cの一部抜粋）

マッピング作業の主な成果物

２．主要な貿易文書と国際標準のマッピング結果（報告）

仮ID データ項目名 国連CEFACT共通辞書データ名 データ項目定義

JPS9900041 譲渡可能指示子 Exchanged_ Document. Transfearable. Indicator 譲渡可能か否かのインジケータ。
JPS9900042 信用状／提示場所アソシエーション Exchanged_ Document. Presentation. Logistics_ Location LCの提示場所を示す関連定義。
JPS9900043 信用状クラス Trade Finance_ Documentary Credit. Details 貿易金融プロセスにおける信用状情報。
JPS9900044 BICコード Documentary Credit_ Financial Institution. BIC. Identifier BIC（Bank Identifier Code：銀行識別）コード。

JPS9900045 信用状／申請銀行アソシエーション
Trade Finance_ Documentary Credit. Applicant Bank. 
Documentary Credit_ Financial Institution

貿易金融信用状の申請銀行を示す関連定義。

JPS9900046 申請銀行クラス Documentary Credit_ Financial Institution. Details 申請銀行情報。

JPS9900047 申請銀行ID
Documentary Credit_ Financial Institution. Identification. 
Identifier

申請銀行の識別番号。

JPS9900048 銀行LEIコード
Documentary Credit_ Financial Institution. LEI_ Identification. 
Identifier

信用状に関係する銀行のLEIコード（取引主体識別
子）。

JPS9900049 申請銀行名 Documentary Credit_ Financial Institution. Name. Text 申請銀行の名称。
JPS9900050 申請銀行支店名 Documentary Credit_ Financial Institution. Branch_ Name. Text 申請銀行支店の名称。

JPS9900051 信用状銀行／国アソシエーション
Documentary Credit_ Financial Institution. Residence. Trade_ 
Country

信用状に関わる銀行がある国を示す関連定義。

JPS9900052 信用状銀行／連絡先アソシエーション
Documentary Credit_ Financial Institution. Specified. Trade_ 
Contact

信用状に関わる銀行の連絡先を示す関連定義。

JPS9900053 信用状銀行／住所アソシエーション
Documentary Credit_ Financial Institution. Postal. Trade_ 
Address

信用状に関わる銀行の住所を示す関連定義。

JPS9900054 信用状／保証銀行アソシエーション
Trade Finance_ Documentary Credit. Reimbursing Bank. 
Documentary Credit_ Financial Institution

貿易金融における信用状保障銀行を示す関連定義。

JPS9900055 信用状／通知銀行アソシエーション
Trade Finance_ Documentary Credit. Advice Through Bank. 
Documentary Credit_ Financial Institution

貿易金融における信用状通知銀行を示す関連定義。

JPS9900056 信用状／申請当事者アソシエーション Trade Finance_ Documentary Credit. Applicant. Trade_ Party 貿易金融信用状の申請者を示す関連定義。
JPS9900057 LEI ID Trade_ Party. LEI_ Identification. Identifier LEI（取引主体識別子）を識別するID。
JPS9900058 信用状／受益当事者アソシエーション Trade Finance_ Documentary Credit. Beneficialy. Trade_ Party 貿易金融における信用状受益者を示す関連定義。
JPS9900059 信用状／確認当事者アソシエーション Trade Finance_ Documentary Credit. Confirmation. Trade_ Party 貿易金融における信用状確認者を示す関連定義。

JPS9900060 信用状／信用状機能アソシエーション
Trade Finance_ Documentary Credit. Applicable. Documentary 
Credit_ Business Function

貿易金融における信用状の機能を示す関連定義。

⚫ 実業務で利用しているデータ項目を国連／共通辞書へ追加登録することで、国際標準の実用性が向

上し、業界内での利用の普及拡大につながる。
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⚫ データ項目にクラス（構造化情報）を持たせることで、自動処理に適したデータ交換が可能となる。

②国際CEFACT準拠サブセットのクラス（データ項目の構造化情報）のサンプル（L/Cの一部

抜粋）

マッピング作業の主な成果物

２．主要な貿易文書と国際標準のマッピング結果（報告）

図 L/Cのクラス（Excel）のサンプル（一部抜粋） ・
・
・

信用状クラス Trade Finance_ Documentary Credit

(0..1)

Applicant Bank. 申請銀行クラス Documentary Credit_ Financial Institution

(0..1)

Residence. 国クラス Trade_ Country

(0..1)

Specified. 連絡先クラス Trade_ Contact

(0..1)

Telephone. 電話通信クラス Universal_ Communication

(0..1)

Fax. FAX通信クラス Universal_ Communication

(0..1)

Postal. 住所クラス Trade_ Address

(0..1)

Reimbursing Bank. 保証銀行クラス Documentary Credit_ Financial Institution

(0..1)

Residence. 国クラス Trade_ Country

(0..1)

Specified. 連絡先クラス Trade_ Contact

(0..1)

Telephone. 電話通信クラス Universal_ Communication

(0..1)

Fax. FAX通信クラス Universal_ Communication

(0..1)

Postal. 住所クラス Trade_ Address

(0..1)

Advice Through Bank. 通知銀行クラス Documentary Credit_ Financial Institution

(0..1)

信用状メッセージ TFTF_ LetterOfCredit

取引設定内容クラス Exchanged Document_ Context

(1..1)

Business Process_ Specified. コンテキストパラメータ・クラス Document Context_ Parameter

(0..1)

Application_ Specified. コンテキストパラメータ・クラス Document Context_ Parameter

(0..1)

信用状文書クラス Exchanged_ Document

(1..1)

Included. 備考クラス Note

(0..1)

Reference. 参照文書クラス Referenced_ Document

(0..1)

Signatory. 文書認証クラス Document_ Authentication

(0..1)

Effective. 期間クラス Specified_ Period

(0..1)

Presentation. 場所クラス Logistics_ Location

(0..1)
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行番号
ヘッダ/

明細

国連CEFACT

BIE辞書ID番号
項目種 項目名 項目定義 繰返し

1 ヘッダ部 MA TFTF_ LetterOfCredit 信用状メッセージ －

2 ヘッダ部 UN01003540 ASMA Exchanged Document_ Context. Details 取引設定内容クラス
メッセージの設定内容に関する情

報からなるクラス
1..1

3 ヘッダ部 UN01003541 BBIE Exchanged Document_ Context. Specified_ Transaction. Identifier 取引識別子
メッセージがやり取りされる取引

番号
0..1

4 ヘッダ部 UN01003542 ASBIE ビジネスプロセス／パラメータ 0..1

5 ヘッダ部 UN01004852 ABIE Document Context_ Parameter. Details コンテキストパラメータ・クラス  -

6 ヘッダ部 UN01004854 BBIE Document Context_ Parameter. Value. Text コンテキストパラメータ値 0..1

7 ヘッダ部 UN01003545 ASBIE アプリケーション／パラメータ 0..1

8 ヘッダ部 UN01004852 ABIE Document Context_ Parameter. Details コンテキストパラメータ・クラス  -

9 ヘッダ部 UN01004854 BBIE Document Context_ Parameter. Value. Text コンテキストパラメータ値 0..1

10 ヘッダ部 UN01002487 ASMA Exchanged_ Document. Details 信用状文書クラス 1..1

11 ヘッダ部 UN01002488 BBIE Exchanged_ Document. Identification. Identifier 信用状（LC）番号 1..1

12 ヘッダ部 UN01002489 BBIE Exchanged_ Document. Name. Text 文書名 0..1

13 ヘッダ部 UN01002491 BBIE Exchanged_ Document. Type. Code 文書種別

文書タイプ指定

CodeListID=1001

CodeListAgencyID=6(UNECE)

0..1

14 ヘッダ部 UN01002493 BBIE Exchanged_ Document. Issue. Date Time 信用状発効日 0..1

15 ヘッダ部 UN01002494 BBIE Exchanged_ Document. Copy. Indicator コピーか否か 0..1

16 ヘッダ部 UN01003549 BBIE Exchanged_ Document. Submission. Date Time 信用状発行申請日 0..1

17 ヘッダ部 UN01003555 BBIE Exchanged_ Document. Line Count. Numeric 行番号 0..1

18 ヘッダ部 UN01003557 BBIE Exchanged_ Document. Original Required. Quantity 原本必要部数 0..1

19 ヘッダ部 UN01003558 BBIE Exchanged_ Document. Copy Required. Quantity コピー必要部数 0..1

20 ヘッダ部 UN01003570 BBIE Exchanged_ Document. Sender Assigned_ Identification. Identifier 申請者附番文書ID 0..1

DEN（Dictionary Entry Name）

Exchanged Document_ Context. Business Process_ Specified. Document Context_

Exchanged Document_ Context. Application_ Specified. Document Context_

41 ヘッダ部 JPS9900042 ASBIE Exchanged_ Document. Presentation. Logistics_ Location
信用状／提示場所アソシエーショ

ン
0..1

42 ヘッダ部 UN01003679 ABIE Logistics_ Location. Details 場所クラス  -

43 ヘッダ部 UN01003681 BBIE Logistics_ Location. Name. Text 場所名 0..1

44 ヘッダ部 JPS9900043 ASMA Trade Finance_ Documentary Credit. Details 信用状クラス 0..1

45 ヘッダ部 JPS9900045 ASBIE
信用状／申請銀行アソシエーショ

ン
0..1

46 ヘッダ部 JPS9900046 ABIE 申請銀行クラス  -

47 ヘッダ部 JPS9900044 BBIE BIC（Bank Identifier Code）コード 0..1

48 ヘッダ部 JPS9900047 BBIE 申請銀行ID 0..1

49 ヘッダ部 JPS9900048 BBIE LEI（取引主体識別子）ID 0..1

50 ヘッダ部 JPS9900049 BBIE 申請銀行名 0..1

51 ヘッダ部 JPS9900050 BBIE 申請銀行支店名 0..1

52 ヘッダ部 JPS9900051 ASBIE 信用状銀行／国アソシエーション 0..1

53 ヘッダ部 UN01002552 ABIE 国クラス  -

54 ヘッダ部 UN01002553 BBIE 国ID 0..1

55 ヘッダ部 UN01002554 BBIE 国名 0..1

56 ヘッダ部 JPS9900052 ASBIE
信用状銀行／連絡先アソシエー

ション
0..1

57 ヘッダ部 UN01001640 ABIE 連絡先クラス  -

58 ヘッダ部 UN01001642 BBIE 連絡担当者名 0..1

59 ヘッダ部 UN01004564 ASBIE
連絡先／電話通信アソシエーショ

ン
0..1

60 ヘッダ部 UN01001252 ABIE 電話通信クラス  -

61 ヘッダ部 UN01001256 BBIE 電話番号 0..1Universal_ Communication. Complete Number. Text

Trade_ Country. Name. Text

Documentary Credit_ Financial Institution. Specified. Trade_ Contact

Trade_ Contact. Details

Trade_ Contact. Person Name. Text

Trade_ Contact. Telephone. Universal_ Communication

Universal_ Communication. Details

Documentary Credit_ Financial Institution. LEI_ Identification. Identifier

Documentary Credit_ Financial Institution. Name. Text

Documentary Credit_ Financial Institution. Branch_ Name. Text

Documentary Credit_ Financial Institution. Residence. Trade_ Country

Trade_ Country. Details

Trade_ Country. Identification. Identifier

Trade Finance_ Documentary Credit. Applicant Bank. Documentary Credit_ Financial

Institution

Documentary Credit_ Financial Institution. Details

Documentary Credit_ Financial Institution. BIC. Identifier

Documentary Credit_ Financial Institution. Identification. Identifier

②国際CEFACT準拠サブセット「データ項目一覧」のサンプル（L/Cの一部抜粋）

②国連／データモデル準拠サブセットとXMLスキーマ

２．主要な貿易文書と国際標準のマッピング結果（報告）

図 L/Cのクラス（Excel）のサンプル（一部抜粋）

・
・
・

（注）色付きの行はクラス、白地の行はデータ項目を表す。
（注２）BIE（Business Information Entity）は業務データ項目を指す。
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国連定義 社内DB定義

データ
項目名

データ
型

値
データ
項目名

データ
型

国連定義

データ
型

データ
項目名

⚫ XMLスキーマとは：データ項目の定義をXML形式で記述したもの。

⚫ XMLスキーマの活用効果： XMLスキーマを活用することで、XML形式で記述された貿易文書（国

連CEFACT準拠）を社内システムDBに変換する処理の自動化を実装し易くなる。

⚫ 主な利用対象者：連携用IFの実装者

＜参考＞XMLスキーマの活用方法

マッピング作業の主な成果物

２．主要な貿易文書と国際標準のマッピング結果（報告）

XMLスキーマ（注１）

（貿易文書のデータ項目定義）

デジタル貿易文書
（XMLファイル）
（XML形式で記述した

貿易文書）

• クラス名
• 国連共通辞書ID
• データ項目名
• データ型

• クラス名
• 国連共通辞書ID
• データ項目名
• 値取

引
先

国連定義と社内DB定義の間のデータ項目名のマッピング
※事前に設定しておくことで、受信の都度自動変換される。

社内システムDB
（Excel等を含む）

※ 「取引先からデジタル貿易文書を受信する手順」は、
右から左への手順となる。

【取引先からデジタル貿易文書を受信する手順】

（注１）貿易PFのうち、特に最近のPFではデータ連携用IFをAPI（JSON）で実装することが
主流となっているが、国連CEFACTではAPIは開発中であり提供されていない。
現時点では、国連CEFACTはebXMLを推奨しており、かつ従来からある貿易PFでは
ebXMLを含めて複数の国際標準規格に準拠したデータ連携用IFを提供しているものが多
いことから、今回はebXMLの形で連携用IFを作成している。
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⚫ 国際標準準拠のXML形式では、クラス（データ項目の構造化情報）を含めて貿易文書上のデータを

伝達することができる。

＜参考＞XMLファイルのサンプル

マッピング作業の主な成果物

２．主要な貿易文書と国際標準のマッピング結果（報告）

<?xml version="1.0" encoding="UTF-8"?>

<!-- Instance data specified manually: 2023/01/24 -->

-<TFTFLetterOfCredit xmlns="urn:un:unece:uncefact:3055:413:data:draft:TFTF:0">

-<ExchangedDocumentContext>
<SpecifiedTransactionID>JISSHOU001</SpecifiedTransactionID>

</ExchangedDocumentContext>

-<ExchangedDocument>
<ID>SIPS-2022-LC001</ID>
<TypeCode CodeListID="1001" CodeListAgencyID="6">460</TypeCode> <!-- Documentary Credit Application -->
<SubmissionDateTime>

<DateTime>2022-12-10</DateTime>
</SubmissionDateTime>
<SenderAssignedID>MRI01LC001</SenderAssignedID>
<SubtypeCode CodeListID="SBT" CodeListAgencyID="413">JEC01</SubtypeCode> 

<!-- AgencyID=413: JEC(国連CEFACT Japan Committee) --> <!-- JEC01=Irrevocable Documenntary Credit -->
<TransfearableIndicator FormatText="textual">NO</TransfearableIndicator>

-<IncludedNote>
<Content>FULL CABLE WITHOUT MAIL CONFIRMATION</Content>

</IncludedNote>

-<EffectiveSpecifiedPeriod>
<DurationMeasure UnitCode="DAY">15</DurationMeasure>
<EndDateTime>2022-12-31</EndDateTime>

</EffectiveSpecifiedPeriod>

</ExchangedDocument>

・・・

・・・

<TradeFinanceDocumentaryCredit>

-<ApplicantBankDocumentaryCreditFinancialInstitution>
<Name>JASTPRO BANKING CORP.</Name>

</ApplicantBankDocumentaryCreditFinancialInstitution>

-<AdviceThroughBankDocumentaryCreditFinancialInstitution>
<Name>ABC BANK</Name>
<BranchName>ABC BRANCH</BranchName>

</AdviceThroughBankDocumentaryCreditFinancialInstitution>

-<ApplicantTradeParty>
<Name>SIPS COORPORATION</Name>

-<PostalTradeAddree>
<LineOne>24 KING WILLIAMS STREET, LONDON EC4R 9AJ UNITED KINGDOM</LineOne>

</PostalTradeAddree>

</ApplicantTradeParty>

-<BeneficialyTradeParty>
<Name>MRI TRADE.,LTD</Name>

-<PostalTradeAddree>
<LineOne>2-11 NAGATA-CHO, CHIYODA-KU, TOKYO, JAPAN</LineOne>

</PostalTradeAddree>

</BeneficialyTradeParty>

-<RequiredDocument>
<TypeCode CodeListID="1001" CodeListAgencyID="6">380</TypeCode> <!-- Commercial Invoice -->
<ID>MRI-2022-IV001</ID>

・・・
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３．貿易文書デジタル化による効果試算調査結果

（報告）
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４．国際標準に基づくデータ連携を促進するしくみの検

討（審議）
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５．貿易文書のデジタル化促進に向けた今後の施策

案の検討（審議）
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貿易文書のデジタル化促進に向けた今後の施策案の検討手順

５．貿易文書のデジタル化促進に向けた今後の施策案の検討（審議）

⚫ 国際標準の導入に向けた問題点の対応策への「第2回TFでのご意見」、並びに、「海外施策動向の調

査結果」を踏まえて、リストアップした「今後の施策案」に対して、「第1回WGでのご意見」を反映した。

(2)海外における貿易文書のデジタル化
に向けた施策動向

（文献調査、ヒアリング調査）

(1)マッピング結果により明らかになった
国際標準の導入に向けた問題点への

対応策に対する
第2回TFでのご意見

(4)貿易文書のデジタル化促進に向けた
今後の施策案に対する
第１回WGでのご意見

(3)貿易文書のデジタル化促進に向けた
今後の施策案のリストアップ

：事務局作業

：WG及びTFの活動

【凡例】

(５)貿易文書のデジタル化促進に向けた
今後の施策案
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我が国の貿易デジタル化に向けた今後の施策案

５．貿易文書のデジタル化促進に向けた今後の施策案の検討（審議）

【目標①】書類の電子化 【目標②】データ連携性の向上 【目標③】ネットワーク効果の創出

a.ルールの
統一化
（国際）

• 施策①-a 貿易相手国とのデジ
タル貿易文書の相互運用性の
促進

• 施策②-a 実業務に即した国際標準化や、業務
横断で利用可能な国際標準化のための、国際標
準化機関への変更申請

b.ルールの
統一化
（国内）

• 施策①-b 電子譲渡可能記録
に関するUNCITRALモデル法
（MLETR）に対応した国内法の
整備

• 施策②-b-1 国際標準準拠のデジタル貿易文
書の導入のためのガイドライン等の整備

• 施策②-b-2 ガイドライン等の実用性検証のた
めのパイロット事業

• 施策②-b-3 国際連携を考慮した体系的なデ
ジタル化戦略

• 施策②-b-4 貿易デジタル化のための国家戦
略を提案するための民間セクターの設置

• 施策③-b 貿易文書の国際標準準拠のための法制度
やガイドライン等の整備

c.利用環境の
整備

（ソフト面）

• 施策①-c その他の関連法制度
（電子帳簿保存法、電子署名法
等）の整備

• 施策②-c 国際標準データ項目とのマッピング
に係る支援情報の提供の仕組み（レジストリ）の
構築

• 施策③-c-1 貿易文書に関連する既存のデジタル
データ等の活用促進

• 施策③-c-2 貿易業務における実用ニーズに関する
革新的なソリューションを提供するスタートアップ企
業への支援

d.利用環境の
整備

（ハード面）

• 施策①-d 信頼性（認証、文書
の原本性等）を担保する貿易
データ流通インフラの整備

• 施策②-d 相互運用性を担保する貿易データ流
通インフラの整備

• 施策③-d エコシステムの価値創造を促す中立的な
貿易データ流通インフラの整備

e.利用の促進
（自発的）

• 施策①-e-1 貿易相手国との
デジタル貿易文書の相互運用の
議論を行うための民間セクター
との協議の場の設置

• 施策①-e-2 eBLのパイロット
事業

• 施策②-e 国際標準準拠のデジタル貿易文書
の導入に向けた実装トレーニングの実施

• 施策③-e-1 中立的なインフラ、プラットフォーム
サービス、社内システム間で連携用IFを実装する民間
事業者に対する推進支援策

• 施策③-e-4 貿易文書の国際標準化に向けた実装ト
レーニング

• 施策③-e-5 国際標準に準拠したデジタル貿易文書
の有用性検証に係る実証実験

f.利用の促進
（強制的） • 施策②-f 貿易文書の国際標準準拠の規制化


